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公立大学法人県立広島大学中期計画 
 

 
中期計画の基本的な考え方  

 

 公立大学法人県立広島大学は，公立大学法人化による利点を最大限に活かし，基本理念

の実現についてたゆむことなく高度化し続けるために，自主的，自律的に大学として弾力

的で的確な戦略立案，組織化，運営を行い，教育，研究，地域貢献における成果及び大学

経営の適正さを定期的に評価し，それに基づく改善を図り，もって大学経営における好循

環を創り出し，県民の誇りとなる魅力ある大学を目指す。 

 第１期中期計画期間においては，中期目標に掲げる大学の基本的な目標に沿って，「確

かな教育と研究に支えられた実践力のある人材の育成」を実現し，その成果が，本学に対

する県民からの信頼度を高め，さらには新たな入学者の水準向上に結びつくような好循環

の創出を目指す。 

 そのため，入口から出口までそれぞれの段階に応じて，次に掲げる方針に基づき，実践

力ある人材を育成する。 

 
１ 意欲ある学生の確保 

  意欲ある学生を確保するため，入学者の受入方針（アドミッションポリシー）を明確

にし，入学者選抜方法について常に検証と改善を行うとともに，生涯学習※１ニーズに応

えるため，社会人の受入れ制度を充実させる。 

 

２ 確かな教育の実施 

  キャリア教育※２の充実，ファカルティ・デベロップメント活動※３，学生による授業

評価及び教員の業績評価制度の導入等により教育の質の向上を図る。 

 

３ 確かな研究の推進 

  外部研究資金※４の獲得件数の増加により，研究水準の向上を図るとともに，地域課題

解決のための研究を推進し，これらの成果を教育に反映させ，地域のニーズに対応でき

る研究手法を身につけさせる。 

 

４ 大学資源の地域への提供 

  県や地域の関係機関との連携及び産学官連携を推進し，大学の知的資源を地域に還元

するとともに，これらの取組に学生を参加させ，地域の課題を解決できる実践力を身に

つけさせる。また，生涯学習※１や専門職の卒後教育等のニーズに応えるため，社会人が

学習しやすい環境を充実させる。 

 

５ きめ細かな就職支援の実施 

  キャリアセンターを設置し，キャリア教育※２の充実，インターンシップ※５の実施，

資格取得支援等により実践力を身につけさせ，積極的な企業開拓や求人情報のデータベ

ース化等，きめ細かな就職支援を行う。 

 

６ 公立大学法人制度の利点を活かした大学運営 

  経費節減及び自己収入の増加に努めるとともに，意思決定の迅速化を図り，教育研究

活動の高度化を図る。 

  また，自己点検・評価や第三者評価※６の結果を業務改善に反映させるとともに，教育

研究活動等の内容を積極的に公開する。 
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Ⅰ 中期計画の期間  

 

 平成１９年４月１日から平成２５年３月３１日までの６年間とする。 

 

 

 Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置  

 

 １ 教育に関する目標を達成するためにとるべき措置  

 

(１) 教育の成果に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 

ア 学部 

 

(ｱ) 全学共通教育の充実 

 

［主体的に考え，行動できる人材の育成］ 

 社会経済情勢の変化が進む中，主体的に考え，行動できる人材を育成していく上

での共通の基盤として，各学科の専門分野の枠を越えて共通に求められる知識や思

考法などの知的な技法の修得に加え，人間としての在り方や生き方に関する深い洞

察，現実を正しく理解する能力をかん養する。 

［課題発見能力等の育成］ 

 全学共通教育の実施に当たっては，課題発見能力，プレゼンテーション※７能力，

討論能力，国際的に活躍することができる外国語能力，情報活用能力の育成を図る

とともに，ボランティア活動，サークル活動などを通じた責任感や感性のかん養な

ども重視する。 

［キャリア教育※２の充実］ 

 初 年次からのキャリア教育※２により，社会人として求められる行動様式や職業

観・勤労観を身につけさせ，自らの人生設計を見据えながら主体的に進路を選択す

る能力を育てる。 

［多様な全学共通科目の設定］ 

 大学教育に必要な基礎となる科目，専門分野を越えて幅広いものの見方等を養う

科目を「全学共通科目」として設定し，大学４年間の学士課程教育を通じたカリキ

ュラム※８を編成し，多様な授業科目を開講する。 

［外国語教育科目及び情報教育科目の開講］ 

 特に，英語によるコミュニケーション能力を向上させるため，学生の習熟度に応

じて選択できる外国語教育科目や，コンピュータ活用の基礎的な科目や国家資格の

取得を支援する情報教育科目を開講する。 

［教育効果の測定］ 

 また，外国語の活用能力や情報処理能力に関する教育効果を測定するため，社会

的に評価されている標準的な試験を導入するとともに，数値目標の設定を検討する。 

 

(ｲ) 専門教育の充実 

 

［地域課題の解決に貢献できる能力のかん養］ 

 社会・経済・文化の変化や急速に進化する科学技術に対応できる専門知識や技術

を修得し，これらを活用して地域社会の諸課題の解決に貢献できる能力のかん養を

目指し，専門教育の充実を図る。 

［教育内容の見直し］ 
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 そのため，各学部においては，次の理念・目的を掲げ，それぞれの専門分野に対

応した「専門基礎科目」と「専門科目」を系統的に配置したカリキュラム※８を編成

するとともに，時代や地域の要請に応じ，常に教育内容の見直しを行う。 

 

《人間文化学部》 

 

a 理念・目的 

 地球的規模での共生に視点を置きつつ，人間と社会のあるべき姿を探り，多様な文

化の理解と健全な生活を営む豊かな知性，先見性及び専門的知識を兼ね備えた人材を

育成することにより，社会の要請に応え，地域の発展に寄与することを教育・研究上

の目的とする。 

 特に，人間の文化と科学に対する幅広い知識と深い洞察を基盤とした，既成概念に

とらわれない柔軟な発想，時代と社会に対応できる問題解決能力を備えた人材を育成

する。 

b 教育の特色 

 本学部を構成する国際文化学科と健康科学科は，それぞれ固有の分野に止まらない

複合的内容を学部共通科目として要に置き，固定観念にとらわれず，幅広い知識を活

かして，種々の問題に積極的に関わる能力を身に付けた人材の育成に向けた教育を特

色とする。 

(a) 国際文化学科 

 英米・東アジア・日本からなる地域研究を柱とし，同時に国際理解・比較文化・

コミュニケーション研究を重視したカリキュラム※８を提供する。 

 地域研究を重視する立場から英語，中国語，韓国・朝鮮語に重点を置き，修得

段階に応じたクラス分け授業とネイティブスピーカー※９の配置による語学教育

を徹底する。 

 また，課題発見能力，情報活用能力，調査分析能力，ディベート※1０・プレゼ

ンテーション※７能力の開発を目指した少人数による演習を複数履修させ，卒業論

文作成に結実させる。 

(b) 健康科学科 

 生体科学，栄養・食品科学，健康スポーツ科学，健康管理科学の４分野を設定

し，健康科学に関する多様な知識及び視点を十分に修得できる専門教育（コメデ

ィカル教育※11）を提供するとともに健康科学に関わる実践的視野をかん養するた

め，基礎から応用まで多様な内容を持つ実験・実習を提供する。 

 また，管理栄養士国家試験受験資格の取得に向けて，多様で専門的な知識を修

得させるとともに学校における児童・生徒の食に関する指導の推進に中核的な役

割を担う栄養教諭※12の免許課程の設置について，実習施設を確保した上で，平成

２１年度を目途に準備を行う。 

〔数値目標：管理栄養士国家試験合格率…９０％（平成２４年度）〕 

 

《経営情報学部》 

 

a 理念・目的 

 企業や行政，民間非営利団体等の組織が直面する様々な課題を経営学と情報学を融

合した視点から学際的に分析し，その研究成果を地域に還元する。 

 また，高度情報化社会における知識型産業の創出・発展を目標とした教育・研究活

動を行う。 

 これらの活動により，経営情報学における複数の専門分野に精通した多様な組織活

動の担い手となる人材，地域や組織の情報化に寄与できる人材及び知識型産業の創
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出・発展に寄与できる人材を育成する。 

b 教育の特色 

 経営学及び情報学のコア科目を学部共通専門科目として１年次から早期に習得させ

るとともに，分野を超えた専門科目の履修により経営学と情報学をバランスよく学ば

せる。 

 また，少人数教育をベースとして，簿記入門，情報リテラシー※13等のスキル※14養

成科目の早期履修や，スキル※14系専門科目，演習・実験科目の充実により，実践力を

備えた人材を養成する。 

 さらに，企業経営者や実務家などの外部講師の積極的な登用により，就業意識の向

上を図るとともに，経営センスや最新の情報技術を修得させる。 

(a) 経営学科 

 少人数教育，ゼミナール教育を重視し，通常の講義にも演習形式の授業を一部

取り入れる。 

 また，実践力を身に付けさせるため，１年次から学部共通専門科目として簿記，

情報技術などを修得させ，学科専門科目についてもビジネスプラン，マーケティ

ング※15，会計などのスキル※14系科目を充実させる。 

 さらに，専門科目を経営戦略マーケティング※15，公共経営及び会計ファイナン

ス※16の３分野とし，有機的にリンクさせながら複眼的思考のできる能力を身に付

けさせる。 

(b) 経営情報学科 

 経営学をベースとした情報学に強い人材を育成するため，入学当初の 1年次か

ら，経営戦略や経営管理業務の理解に努めさせ，組織情報化企画の中心であるビ

ジネスデザインやシステムデザインの実力向上を図る。 

 演習・実験科目においては，少人数教育の特性を活かし，高度の情報技術を確

実に身に付けさせる。 

 なお，学習体系に基づき早い段階から学生に指向目標を明確にさせ，勉学への

動機付けを深めるとともに，希望進路に関連した資格取得を促す。 

 

《生命環境学部》 

 

a 理念・目的 

 生命科学と環境科学の両分野を密接に関連付けて教育することにより，「地球に優

しい科学」を指向する人材の育成を目指すとともに，地域産業界と連携した研究成果

の活用により，豊かな地域づくりに貢献していく。 

 また，研究を通じて地域に貢献できる生命科学・環境科学の研究者，技術者，さら

に多様な現代的課題に対応し，地域や国際社会で貢献できる人材を育成する。 

 

b 教育の特色 

 研究者，技術者としての基盤をつくるため，生命科学と環境科学の双方の履修を可

能にし，基礎科目を充実させるとともに，専門科目を合理的・系統的に配置する。 

 また，実験を行うことの楽しさを実感させることで，学習意欲の増進を図り，実践

的な研究姿勢を養うとともに，自然科学の深い理解と広範囲な知識・技術の体得を可

能にし，専門知識のみに偏らない幅の広い研究者・技術者の人材を育成する。 

 なお，学生の基礎学力のかん養と創造性を養成するため，基礎科目を重視するとと

もに，知識に偏重しない真の実力を身に付けさせるため，多くの実験科目と実習・演

習科目を充実させ，科学的な素養の修得を徹底する。 

(a) 生命科学科 

 ナノバイオ※17に対応した科目を配置し，学部段階からナノバイオ※17に関する
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教育を充実させる。 

 また，バイオテクノロジー※18と関連が深い機能性食品から，生産･流通段階に

おける食の安全性に至るまで，食品全般を体系的かつ総合的に学ぶことができる

カリキュラム※８を設置する。 

(b) 環境科学科 

 環境科学に対応した科目を配置し，学部段階から生物的・化学的環境浄化法や

浄水処理技術・排水処理技術，廃棄物管理等の環境修復・保全技術に関する教育

を重点的に行う。 

 

《保健福祉学部》 

 

a 理念・目的 

 保健・医療・福祉の分野で総合的実践力を有し，包括的な視点に立ってリーダーシ

ップを発揮してチームアプローチ※19の実践ができる人材，より高度な専門性と豊かな

人 間性を磨き上げた人材を育成する。 

 そのため，地域社会との連携を広げ，国際社会への貢献を目指しながら，幅広い視

野に立った教育を実現する。 

b 教育の特色 

 ５学科連携教育によるチームアプローチ※19の修得，附属診療所を活用した実践教育

の推進，地域の保健・医療・福祉機関や企業等との連携による地域社会への貢献を通

して，保健・医療・福祉の分野における総合的な実践能力を有し，リーダーとしての

資質を備えた人材を育成する。 

 また，看護教育既卒者の資格取得者への門戸開放，十分な教育時間の確保による幅

広い専門知識・実践力を有する助産師の育成等を図るため，現在の４年次生助産学選

択制度を廃止し，修業年１年の助産学専攻科を平成２１年度を目途に開設する。 

  〔数値目標：助産師国家試験合格率…１００％（平成２４年度） 

(a) 看護学科 

 人々を深く理解し，生涯にわたる健康な生活を他職種と連携して支援する人材

を育成する。 

 そのため，「人間と社会生活の理解に関する科目」，「保健・医療・福祉を発

展させる科目」，「専門領域の基礎となる科目」と「看護学の科目」を確実に修

得させ，幅広い人間性の理解と科学的思考に基づく看護実践能力を身につけさせ

る。 

 また，豊かな人間性を培い，学問に裏打ちされた応用力を修得するための専門

職教育を提供する。 

   〔数値目標：看護師国家試験合格率…１００％（平成２４年度）〕 

(b) 理学療法学科 

 障害を持つことによる様々な影響について，生物・生理学的な面から心理社会

学的な面まで関連付けて理解させ，理学療法の果たす役割を認識させる。 

 そのため，階層性を持った科目ごとの各領域と専門科目である「理学療法学の

科目」の領域を関連付けて学ばせ，加えて，他学科との合同講義により，チーム

医療・福祉の重要性を体得させることにより，人間性豊かで社会に貢献できる理

学療法士を育成する。 

    〔数値目標：理学療法士国家試験合格率…１００％（平成２４年度）〕 

(c) 作業療法学科 

 作業を通してクライアント※20の能力を引き出すことができる作業療法士を育

成する。 

そのため，人の作業を科学的に捉える目を養い，身体障害，精神障害，心身両



 - ６ - 

面の障害を引き起こす中枢神経障害をもつ人々のあらゆる状況に対応できる専門

知識と技術を修復させる。 
 また，附属診療所の活用により，見学，演習の場を提供し，授業で学んだ知識

と技術の統合を図るとともに，他学科と合同で保健・医療・福祉のチームアプロ

ーチ※19を体験させる。 

    〔数値目標：作業療法士国家試験合格率…１００％（平成２４年度）〕 

(d) コミュニケーション障害学科 

 人のコミュニケーション機能とその障害に関する深い学識と高い臨床・研究能

力を持つ言語聴覚士を育成する。 

 そのため，専門基礎科目群において心理・生理・社会文化的側面からコミュニ

ケーションの本質を考える力を養成し，言語・聴覚・発声発語障害学および嚥下

障害※21学からなる専門科目群において基礎的臨床能力を養成する。 

 さらに，臨床実践力を養う学内外での実習，研究能力を高める卒業研究を配置

し，理論的・実践的教育を行う。 

    〔数値目標：言語聴覚士国家試験合格率…９５％（平成２４年度）〕 

(e) 人間福祉学科 

 専門的理論科目群と実践的スキル※14の科目群との有機的な統合を目指したカ

リキュラム※８により，現代社会の不適応現象に対する解決力を備えた人材を育成

する。 

 また，保健・医療・福祉における諸領域の連携の理論的基礎となる科目群を配

置し，学生のチームワークの能力を高める。 

 さらに，専門科目に心理・対人援助科目群，介護・地域支援科目群，精神保健

福祉士科目群の３つの科目群を設け，それぞれに演習科目及び実習科目を置き，

学習の焦点化を目指す。 

    〔数値目標：精神保健福祉士国家試験合格率…９５％（平成２４年度），社会福

祉士国家試験合格率…９０％（平成２４年度）〕 

 

イ 大学院 

 

a 理念・目的 

 「地域に根ざした」大学院として，幅広い視野と応用実践能力を兼ね備えた「地

域で活躍できる人材」を養成するため，研究科内の他専攻の様々な科目の履修を単

位認定し，新たな学際的研究を促進する。 

 また，学際的な研究に学生も参加させ，複合的な視野を養うことにより，実践的

な研究経験を積むとともに，他専攻の教員から部分的に論文指導を受けることを可

能にする。 

 さらに，学術研究の高度化と優れた研究者養成の機能を強化するため，異なる学

問・研究分野を１研究科にまとめることで，１研究科長の下，弾力的・機動的な大

学院運営を可能とするとともに，地域課題解決に貢献する人材を養成する。 

b 大学院の特色 

 修士課程は高度専門職業人養成を，博士課程（前期・後期）は研究者養成を主眼

とし，異なる学問・研究分野を１研究科にまとめることで，１研究科長の下，弾力

的・機動的な大学院運営を推進する。 

(a) 人間文化学専攻（修士課程） 

 精神的・身体的・社会的に健全な生活を営むための人間の在り方を文化的・

科学的側面から理解する高度専門職業人の養成を行う。 

(b) 経営情報学専攻（修士課程） 
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 経営学と情報学の融合による高度専門職業人の養成を行う。 

(c) 生命システム科学専攻（博士課程前期，博士課程後期） 

 生命科学分野と環境科学分野における学術・技術の複合化・学際化に柔軟・

機敏に対応できる生命システムについての研究者・技術者の養成を行う。 

(d) 保健福祉学専攻（修士課程） 

 保健・医療・福祉の連携と統合による高度専門職業人の養成を行う。 

 

ウ 旧大学の在学生に対する教育責任 

 

 広島県立大学，県立広島女子大学及び広島県立保健福祉大学の全ての学生が卒業

するまで，その在学生に対して教育責任を果たすため，適切な対応を継続する。 

 

エ 教育成果の検証 

 

 学生による授業評価や卒業生の動向調査等を活用しながら，学部・大学院教育の

成果について総合的に検証し，その結果を教育やキャリア支援策の改善に反映させ

る。 

 

(２) 教育内容等に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 

ア 入学者選抜の改善 

 

［入学者の受入方針（アドミッションポリシー）の明確化と選抜方法の改善］ 

 入学者の受入方針（アドミッションポリシー）をより明確にし，求める学生像を

明示するとともに，意欲ある学生を確保するため，入学者選抜方法について常に検

証し，その改善を図る。 

［学生収容定員の見直し］ 

 社会的要請と教育効果・費用対効果を考慮しながら，カリキュラム※８の見直しを

行うとともに，適宜，学生収容定員の適正な規模について検討する。 

［大学知名度の向上］ 

 ホームページ，オープンキャンパス※22 ，高校訪問，多様な高大連携事業及び大学

説明会等により，学部・学科の知名度の向上と入試関連情報の周知を図る。 

 

イ 教育内容の改善・充実 

 

［導入教育の充実］ 

 カリキュラム※８を精選するとともに，入学後の早い段階で知的活動への動機付け

を高め，学習スキル※14や適切な自己表現能力を育てるため，導入教育を充実させ，

学部専門教育の基礎を形成できるよう，改善を加える。 

［全学共通科目の充実］ 

 全学共通科目は，遠隔講義システム※23も活用しながら，多様な科目を提供すると

ともに，時代や地域の要請に応じて常に教育内容を見直す。 

 また，全学共通教育科目の質の向上を図るため，全学共通教育科目の各担当主任

教員を中心に効果的なカリキュラム※８を整備する。 

［研究成果の教育への反映］ 

 学生に地域や企業等のニーズを把握させ，実践的な研究手法を身につけさせるた

め，研究活動に学生を参加させる。 

［地域貢献活動の教育への反映］ 
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 学生に地域が抱える課題を把握させ，実践的な問題解決能力等を身につけさせる

ため，地域貢献活動に学生を参加させる。 

［臨床実習の充実］ 

 臨床実践能力の開発に資するため，臨床実習施設と連携し，実習体制の充実を図

る。 

［遠隔講義システム※23の改善と高度使用］ 

 遠隔講義システム※23の改善・高度化や授業公開を通じて教育効果の向上を図る。 

［コースカタログ※24・シラバス※25の充実・公開］ 

 授業担当教員の全員が，コースカタログ※24，シラバス※25を作成し，公開する。 

なお，コースカタログ※24には，学生の履修の参考となるよう，その科目の受講に

よって得られる知識や技法だけでなく，学生が身に付けることができる具体的な要

素の内容と達成目標などを明記する。 

 また，シラバス※25には，詳細な授業計画や成績評価の方法等をより細かく，わか

りやすく記述する。 

［ファカルティ・デベロップメント活動※３の推進］ 

 全教員の参画により，全学レベルでのファカルティ・デベロップメント※３研修会

を定期的に開催するとともに，学部・研究科レベルにおいても，積極的にファカル

ティ・デベロップメント活動※３を推進する。 

［学生による授業評価の実施］ 

 全ての科目について学生による授業評価を定期的に実施し，これらの結果を教育

の改善に反映させる。 

［現代ＧＰ※26等への積極的な応募］ 

 教育の質の向上を図るため，文部科学省の「現代的教育ニーズ取組支援プログラ

ム」（現代ＧＰ※26）及び「特色ある大学教育支援プログラム（特色ＧＰ※27）」を

はじめとする国の大学教育改革支援プログラムへ積極的に応募する。 

［大学院における研究活動の活性化］ 

 大学院においては，学生に学会等での発表や報告書・論文の執筆を奨励すること

により，研究活動を活性化させる。 

 また，主指導教員・副指導教員による研究指導チームの編成や修士論文中間発表

会での集団指導等，専攻科の特性に応じたきめ細かな修士論文の指導を行う。 

 さらに，国際交流を促進し，大学院教育研究に対する情報交換と大学院留学生交

換を強化する。 

 

ウ 多様な教育・履修システムの構築 

 

［遠隔講義システム※23の充実］ 

 遠隔講義システム※23の活用により，３キャンパス間の多彩な授業選択を可能にす

る。 

［インターンシップ制度※５の充実］ 

 学生の自主性や就業意識をかん養し，自らの将来の適性を考える機会を与えるた

め，インターンシップ制度※５を充実させ，学生の積極的な参加を促進する。 

［履修選択マニュアルの作成］ 

 学生の能力を最大限引き出せるよう，学生の進路希望に対応した履修選択マニュ

アルを平成２０年度までに作成し，就職支援等の基盤を整備する。（経営情報学部

等） 

［単位認定範囲の拡大］ 

 ボランティア活動，介護体験等，社会における多様な実践的活動，留学先での取

得単位等について，教育効果に配慮しながら単位認定の範囲を拡大する。 
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［地域の文化施設等との連携］ 

 美術館や博物館，中小企業大学校，教育委員会，公設試験研究機関等と連携し，

実践的な教育を実施する。 

［専門資格取得の促進］ 

 専門教育に関連した資格取得について，オフィスアワー※28の活用等により支援を

行う。 

［転学部・転学科の運用］ 

 学生が幅広い分野の大学教育に触れながら，学問的な関心が別の分野に移る場合

には主体的に進路の選択ができるように，転学部・転学科を適切に運用する。 

［社会人の修学形態・学習環境の充実］ 

 時間的制約の多い社会人が大学院で学習しやすい環境をつくるため，修士課程１

年制コース（経営情報学専攻）及び昼夜開講制度※29を実施する。 

 また，あらかじめ標準修業年限を超える期間を在学予定期間として在学すること

ができる長期履修学生制度※30の導入を検討する。 

 さらに，遠隔講義やサテライト教室※31の設置により，地域や職場に近い場所で学

習することができる機会を提供する。 

 

エ 適切な成績評価等の実施 

 

［シラバス※25の充実］ 

 学生の履修科目選択用のコースカタログ※24とは別に，毎回の授業を迎えるに当た

っての準備学習等の指示や成績評価基準等を示したシラバス※25の一層の充実を図

り，各授業科目の内容到達目標，成績評価基準等を公開する。 

［ＧＰＡ※32・ＧＰＣ※33制度の活用］ 

 成績が優秀な学生に対して表彰を行うなど，ＧＰＡ※32制度を活用した学習意欲の

喚起を指導する制度を検討する。 

 あわせて，教員が個々に行う教育活動を検証し，質の向上を図るため，教員の教

育活動の指標であるＧＰＣ※33制度の導入も検討する。 

 

(３) 教育の実施体制等に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 

ア 教育体制の整備・充実 

 

［全学共通教育の質の向上］ 

 全学共通教育の質の向上を図るため，全学共通教育科目の各担当主任教員を中心

に効果的なカリキュラム※８を整備するとともに，担当教員の全学的組織の充実を図

る。〈再掲〉 

［多様な人的資源の活用］ 

 企業人や多様な経験・発想を持つ者による特別講義等，地域の人的資源を活用し

て質の高い実践力のかん養を図る。 

［地域の文化施設等との連携］ 

 美術館や博物館，中小企業大学校，教育委員会，公設試験研究機関等，地域の関

係機関と連携し，実践的な教育を実施する。〈再掲〉 

 

イ 社会ニーズの変化への的確な対応 

 

［全学共通科目の見直し］ 

 多様な価値観や時代の変化に柔軟に対応しうる基礎学力を育成するため，全学共
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通科目の複合科目等において，時代に即した教育内容を提供する。 

［新たな教育領域への対応］ 

 新たな教育領域に対応するため，柔軟な人事制度を導入し，教育内容を充実させ

る。 

［栄養教諭※12免許課程の設置］ 

 学校における児童・生徒の食に関する指導の推進に中核的な役割を担う栄養教諭
※12の免許課程の設置について，実習施設を確保した上で，平成２１年度を目途に準

備を行う。〈再掲〉 

［助産学専攻科の開設］ 

 看護教育既卒者の資格取得者への門戸開放，十分な教育時間の確保による幅広い

専門知識・実践力を有する助産師の育成等を図るため，現在の４年次での助産学選

択制度を廃止し，修業年１年の助産学専攻科を平成２１年度を目途に開設する。〈再

掲〉 

 

ウ 教育研究内容に応じた施設・設備や図書等の資料の整備 

 

［情報システム環境の構築］ 

 教育研究活動における情報システムの利活用を促進し，情報倫理の高揚や情報リ

テラシー※13の向上を目指した情報システム環境の整備を行う。 

 また，３キャンパス間を結ぶ高速ネットワーク回線を利用し，本学で利用される

あらゆる学術情報の交換・共有のための基盤として，情報システムの機能拡充に努

める。 

［遠隔講義システム※23の改善と高度使用］ 

 遠隔講義システム※23の改善・高度化や授業公開を通じて教育効果の向上を図る。

〈再掲〉 

 さらに，遠隔講義について，授業評価に基づく教育効果の検証を行うとともに，

遠隔講義の実施マニュアルの作成（平成１９年度）や双方向性を確保するための工

夫等により，学生にわかりやすい講義となるよう，その改善を図る。 

［教育教材等の整備］ 

 教育教材，実験実習に係る施設設備等の計画的な整備を行う。 

 また，情報処理演習室やＣＡＬＬシステム※34を活用することにより，学生の自

習・予習復習が容易にできる学習環境を整備する。 

 さらに，教育効果の向上を図るため，ＩＴ※35教材の活用や eラーニング※36の導

入について検討する。 

［図書館の充実］ 

 図書の整備方針を定め，計画的な図書の充実を図る。 

 また，学術書利用による自学の意識を培うため，学生の要望やキャンパス事情に

即した図書館サービスの提供について検討するとともに，学習や研究・調査を援助

するため，図書館の利用方法，図書検索や学外文献の利用等についての相談に応じ

るリファレンス※37機能を高め，利用しやすい図書館を目指す。 

 さらに，従来の図書館機能に加えて，電子ジャーナル※38や文献データベースの拡

充等による電子図書館機能の整備･充実を図る。 

 なお，学生のニーズを踏まえ，開館時間の延長や休日開館の拡大についても検討

する。 

 

(４) 学生への支援に関する目標を達成するためにとるべき措置 

   

ア 学習支援 
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［チューター制度※39の充実］ 

 チューター制度※39を活用し，学習方法，経済相談，交友関係の相談など，学生生

活のあらゆる面について，学生の不安や問題を的確に把握し，必要な支援を行う。 

［オフィスアワー制度※28の充実］ 

 学生に対するきめ細かい教育指導を行うため，教員が学生の質問・相談を受ける

オフィスアワー制度※28を充実させる。 

［学習支援システムの充実］ 

 学習環境を向上させるため，インターネット上での履修登録や休講・補講，奨学

金等の情報を提供するシステムの整備・充実を図る。 

 

イ 生活支援 

 

［学生生活アンケート調査の実施］ 

 毎年度，全学生を対象として，学生による自己評価調査及び学生生活全般に関わ

るアンケート調査を行い，学生の実態・要望を的確に把握する。 

［心身健康カウンセリング※40等の実施］ 

 学生の生活や心身の健康に関するカウンセリング※40等の相談対応と健康管理の

ために各キャンパス毎の支援体制を充実させる。 

 さらに，学生相談室の充実に加えてピアカウンセラー制度※41等，学生の相互連携

機能を整備する。 

［障害等のある学生に対する支援］ 

 障害・疾病のある学生に対して総合的な支援を行う。 

［奨学金等の情報提供］ 

 奨学金やアルバイト等について，きめ細かな情報提供を行う。 

［学生食堂の充実］ 

 学生食堂の充実など，学生の食生活を支えるサービスの向上に努める。 

［学生の自主的課外活動の奨励］ 

 キャンパス間の学生交流，学年間交流会，卒業生との交流集会，クラブ活動等，

学生の自主的課外活動を奨励する支援策について検討する。 

 

ウ 就職支援 

 

［インターンシップ制度※５等の充実］ 

 学生の自主性や就業意識をかん養し，自らの将来の適性を考える機会を与えるた

め，インターンシップ制度※５を充実させ，学生の積極的な参加を促進する。〈再掲〉 

［履修選択マニュアルの作成］ 

 学生の能力を最大限引き出せるよう，学生の進路希望に対応した履修選択マニュ

アルを平成２０年度までに作成し，就職支援等の基盤を整備する。（経営情報学部

等）〈再掲〉 

［専門資格取得の促進］ 

 学生の希望進路に関連した専門資格の取得について，オフィスアワー※28の活用等

により支援を行う。〈再掲〉 

［キャリアセンターの設置］ 

 きめ細かな就職支援を行うため，平成１９年度にキャリアセンターを設置し，キ

ャリア教育※２，インターンシップ※５，適性判断等，全学的な就職支援とともに，

資格取得支援，就職活動支援，就職情報の提供など，各キャンパスの特性に応じた

就職支援を行う。 
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 また，積極的に就職先を開拓し，社会情勢の変化に対応した就職情報をデータベ

ース化するなど，学生が閲覧しやすい環境を整備する。 

 同窓会や保護者会との連携も視野に入れながら，既卒者とのネットワークを構築

し，就職・求人情報を収集するなど，在学生の就職活動支援に活用する。 

   〔数値目標：学生のキャリアセンターに対する満足度…８５％以上，就職率・進学

率…１００％，退学率…１％程度（平成２４年度）〕 

 

 ２ 研究に関する目標を達成するためにとるべき措置  

 

(１) 研究水準及び研究成果の普及に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 

［受託研究・共同研究等の推進］ 

 異なる研究主体の連携による新たな学問の広がりや外部資金の獲得を増やすた

め，学外からの受託研究や共同研究等を推進するとともに，国内外の大学や試験

研究機関，企業等からの客員教授・研究員を積極的に受け入れる。 

［競争的資金への積極的な応募］ 

 科学研究費補助金※42等の国や独立行政法人※43等が実施している競争的資金へ

積極的に応募し，その採択件数を増やす。 

    〔数値目標：外部研究資金※4の獲得件数…対平成１８年度比２０％増加（平成２

４年度）〕 

［地域課題解決のための研究の推進］ 

 地域が抱えている諸課題について，市町等と連携し，理論的な実証に基づく解

決策の発表や積極的な政策提言を行うとともに，地域の課題解決のため，教員が

それぞれの専門分野を活かし，アドバイスを行う。 

［学内共同研究プロジェクトの推進］ 

 学内において，部局横断的な研究領域の開拓（学内共同研究プロジェクト）を

進める。 

［研究費配分方法の確立］ 

 学内の研究費（基本研究費，重点研究費等）について，公正性・公平性・公開

性を確保するとともに，教員のインセンティブ※44を与えるような配分ルールを検

討する。 

［研究成果の発表］ 

 発表会，ホームページでの紹介，図書館配架，学会報告，雑誌研究論文，著書

等さまざまな形により研究成果を発表する。 

［研究成果の教育への反映］ 

 学生に地域や企業等のニーズを把握させ，実践的な知識・技法を身につけさせ

るため，研究活動に学生を参画させる。〈再掲〉 

 

(２) 研究実施体制等の整備に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 

［研究倫理等の徹底］ 

 人権の尊重，生命の尊厳等に配慮した研究倫理について，平成１９年度に基準

や対応方針を定める。 

 国のガイドライン（「競争的資金に係る研究活動における不正行為対応ガイド

ライン」）に沿って，研究活動の不正行為に対応する適切な仕組みを平成１９年

度に整備する。 

 国のガイドライン（「研究機関における公的研究費の管理監査の実施基準））

に沿って，適正な研究費使用を徹底する（平成１９年度）とともに，研究費の使
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途については学外への情報公開（ホームページ等）に努める。 

［ＴＬＯ※45等との連携］ 

 広島ＴＬＯ※45等と緊密に連携しながら，知的財産※46の創出・保護・活用を推

進する。（平成１９年度） 

［教員の国内外研修の充実］ 

 研究のレベルアップを図るため，教員の国内外の研修に対する支援を充実させ

る。 

［特命教授（仮称）等の採用］ 

 実績のある退職教員等を学内外から特命教授（仮称）として採用し，外部資金

の獲得や大学院生の研究指導に専念させる。 

［研究業績評価システムの確立］ 

 研究水準を維持し，内容の成果を適正に判断するため，研究業績に係る客観的

な評価システムについて検討する。 

［知的財産ポリシー※47の整備］ 

 知的財産※46の創出・保護・活用を一元的に管理し，技術移転を推進するため平

成１９年度に知的財産ポリシー※47を整備する。 

［利益相反ポリシー※48の整備］ 

 学外の関係機関との連携の推進に際して，利益相反による大学の使命や利益に

対する阻害要因を排除し，教員の研究意欲を増進するため，平成１９年度に利益

相反ポリシー※48を確立する。 

［学内設備等の有効活用］ 

 学内の研究設備・機器等の計画的な更新・整備を行うとともに，有効な活用策

を検討する。 

［研究情報の公開］ 

 新たな外部資金を獲得するため，また，地域からの意見等を研究の水準の向上

に結びつけるため，平成２０年度までに研究情報（研究人材，研究成果等）をデ

ータベース化し，積極的にホームページ等で公開する。 

 

 ３ 地域貢献に関する目標を達成するためにとるべき措置  

 

(１) 地域社会との連携に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 

ア 地域の活性化への支援 

 

［広島県との連携］ 

 広島県の関係部局と大学相互間の情報交換に努めるとともに，広島県が抱える

政策課題に対応した研究テーマに取組む。 

 また，広島県の審議機関への教員の委員就任等，県政への参画に努める。 

［市町との連携］ 

 地域が抱えている諸課題について，市町と連携し，理論と実証に基づく解決策

の発表や政策提言を積極的に行うとともに，地域の課題解決のため，教員がそれ

ぞれの専門分野を活かし，アドバイスを行う。〈再掲〉 

［地域の文化施設等との連携］ 

 美術館，博物館，金融機関，経済団体等と連携し，双方の資源を有効に利活用

し，地域の活性化に貢献する。 

［地域貢献活動の教育への反映］ 

 学生に地域が抱える課題を把握させ，実践的な問題解決能力等を身につけさせ

るため，地域貢献活動に学生を積極的に参画させる。〈再掲〉 
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イ 生涯学習※１ニーズへの対応 

 

［公開講座※49等の充実］ 

 各キャンパスで行う公開講座※49に加えて，資格取得支援等を目的とした特別講

座の実施を検討する。 

 他大学等との連携講座の開催等を検討する。 

    〔数値目標：公開講座※49等受講者数…６年間で３万人，公開講座※49等受講者の

満足度…８５％以上（平成２４年度）〕 

［社会人の受け入れ制度・体制の充実］ 

 社会人が企業や地域において必要な専門知識を学ぶことができるよう，聴講生

制度※50や科目等履修生制度※51に加えて，学習目的に応じて特定の専門科目を短

期間（１か月～３か月程度）に集中して学ぶことができる仕組みや，ニーズに対

応した相談窓口機能の充実を検討するなど，社会人の受入れ制度及び体制を充実

させる。 

［遠隔講義システム※23等の活用］ 

 生涯学習※１のニーズに応えるため，遠隔講義システム※23を積極的に活用して

授業の公開を行う。 

 また，教育研究の内容を県民向けの教材（冊子やアーカイブ※52等）として提供

し，多様な媒体による学習機会の提供を図る。 

［卒後教育，現任者教育等の実施］ 

 地域の保健・医療・福祉分野の専門職の卒後教育や現任者教育について，地域

の関係団体等と連携し，中核機関としての役割を果たすとともに，情報の積極的

な発信を行い，地域社会への貢献を推進する。 

   〔数値目標：保健医療福祉分野の専門職講座受講者数…６年間で５千人（平成２４

年度）〕 

 

ウ 高大連携の推進 

 

 高校生に高度な専門教育に触れさせ，その学習意欲の喚起や進路の選択等に資す

ることができるよう，高大連携による公開授業等を実施する。 

 

エ 産学官連携の推進 

 

［地域企業等との研究交流の推進］ 

 地域連携センターが中心となり，共同研究プロジェクトを積極的に受け入れる

とともに，技術・経営相談，指導など地域企業等と研究交流を進めながら，知的

財産※46の技術移転を促進していく。 

 また，地域連携センターにおいて，企業ニーズと大学シーズのマッチングを支

援する交流会等を積極的に開催するとともに，他機関が主催する交流会等への教

員の参加を促進する。 

［知的財産ポリシー※47の整備］ 

 知的財産※46の創出・保護・活用を一元的に管理し，技術移転を推進するため平

成１９年度に知的財産ポリシー※47を整備する。〈再掲〉 

［利益相反ポリシー※48の整備］ 

 学外の関係機関との連携の推進に際して，利益相反による大学の使命や利益に

対する阻害要因を防止し，教員の研究意欲を促すため，平成１９年度に利益相反

ポリシー※48を確立する。〈再掲〉 
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オ 施設・設備の提供 

 

［図書館の充実］ 

 図書館が所蔵する図書を広く県民に開放するだけではなく，各種展示や特別公

開等を企画し，魅力ある図書館を目指す。 

 また，利用者のニーズを把握し，開館時間の延長や休日開館等の図書館サービ

スの向上について検討する。 

［大学施設等の開放］ 

 図書館，グラウンド，体育館等，大学の施設，設備，機器，ソフトウェア等を

可能な限り地域に開放する。 

 さらに，地域連携センターにおいて，企業ニーズと大学シーズのマッチングを

支援する交流会等を積極的に開催するとともに，他機関が主催する交流会等への

教員の参加を促進する。 

 

(２) 国際交流等に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 

［海外学術協定締結校との交流の推進］ 

 学術交流協定を締結した大学との交流を充実させ，留学生交流や教育研究交流

等について国際交流プログラムを推進する。 

 また，国際協力機構ＪＩＣＡの「草の根技術協力事業」※53等への参加により，

国際貢献や学生の国際交流を推進する。 

［留学に関する支援の充実］ 

 海外への留学を希望する学生に対しては，適切な情報に基づいて指導し，海外

からの留学生に対しては，受入れ支援策を充実させる。 

 

 

 Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置  

 

 １ 運営体制の改善に関する目標を達成するためとるべき措置  

 

(１) 戦略的・機動的な運営組織の構築に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

［理事長選考会議の設置］ 

 理事長の選考については，理事長選考会議の設置を規定する地方独立行政法人

法の趣旨に沿うよう，平成１９年度にその仕組みを構築する。 

［役員執行体制の確立］ 

理事長を補佐するため，重要業務等に応じた役員執行体制を確立し，各理事の

もとにその執行を支援する事務組織を平成１９年度に配置する。 

［部局長等連絡会議の設置］ 

大学に部局長等連絡会議を平成１９年度に設置し，部局間及びキャンパス間の

円滑な意思疎通を図る。 

［全学委員会の見直し］ 

全学委員会の在り方の見直しを平成１９年度に行い，実効性ある運営を図ると

ともに，参画する教職員の負担軽減に努める。 

［経営企画室の設置］ 

事務組織に経営企画室を平成１９年度に設置し，法人及び大学の経営戦略の企

画立案等を行う。 

［学内資源配分システムの構築］ 
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全学的視点に立ち，自己点検・評価や外部評価の結果等を学内資源の戦略的・

重点的配分に反映させるシステムを平成１９年度に構築する。 

［学部長等選考制度の構築］ 

 理事長が定める方針のもとで，中期計画の着実な実行を図るため，理事長権限

により学部長等が選考できる制度を平成１９年度に構築する。 

［学部等の機動的・戦略的運営］ 

 学部長等の役割や教授会の審議事項を平成１９年度に明確化し，学部等の機動

的・戦略的な運営を図る。 

［財務情報のデータベース化］ 

 平成１９年度に財務情報のデータベース化を進め，経営の充実強化に資する。 

 

(２) 地域に開かれた大学づくりに関する目標を達成するためとるべき措置 

 

［学外有識者等の登用］ 

 理事や経営審議会・教育研究審議会の委員に学外の有識者・専門家を平成１９

年度に登用する。 

［大学情報の積極的な提供］ 

 大学運営に関する諸情報を，ホームページ等を通じて積極的に県民や関係者に

提供する。 

 

(３) 監査制度による業務運営の改善に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

［監査制度の整備］ 

 監事を中心とした実効性ある監査制度を平成１９年度に整備し，その結果を業

務運営の改善に的確に反映させる仕組みを構築する。 

［会計監査人の監査］ 

 会計監査人の監査を受け，財務処理の信頼性を担保する。 

 

 ２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するためとるべき措置  

 

［教育研究組織等の見直し］ 

 教育研究へのニーズ等を踏まえ，学部・学科等の再編を含め，教育研究組織及

び附属施設の在り方について不断に見直しを行う。 

［助産学専攻科の設置］ 

 看護教育既卒者の資格取得者への門戸開放，十分な教育時間の確保による幅広

い専門知識・実践力を有する助産師の育成等を図るため，現在の４年次での助産

学選択制度を廃止し，修業年１年の助産学専攻科を平成２１年度を目途に開設す

る。〈再掲〉 

［大学院の見直し］ 

 時代や地域の要請に応えるため，大学院教育の見直しについて検討する。 

［キャリアセンターの設置］ 

 キャリア教育※２，インターンシップ※５，適性判断，資格取得支援，就職活動

支援，就職情報の提供など，きめ細かな就職支援を行うため，平成１９年度にキ

ャリアセンターを設置する。 

［総合教育センターの見直し］ 

 総合教育センターは，各部門での機能強化を図るとともに，学年完成時である，

平成２０年度を目途にその在り方について見直しを行う。 
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［学術情報センター及び地域連携センターの見直し］ 

 学術情報センター及び地域連携センターについて，学年完成時である平成２０

年度を目途にその在り方について見直しを行う。 

 

 ３ 人事の適正化に関する目標を達成するためとるべき措置  

 

(１) 法人化のメリットを活かした柔軟で弾力的な人事制度の構築に関する目標を達成

するためとるべき措置 

 

［人事委員会の設置］ 

 平成１９年度に法人に人事委員会を設置し，全学的視点に立った，公平性，客

観性，透明性が確保された教員人事を行う。 

［多様な任用形態の導入］ 

 期間限定のプロジェクトに従事する特任教授（仮称），退職教員の専門性を活

用するための特命教授（仮称）など多様な任用形態を導入する。 

［任期制※54の導入］ 

 期間限定のプロジェクトに従事する者及び法人化後新規に採用する助教・助手

について，学部等の状況を勘案し，平成１９年度に任期制※54を導入する。 

［給与制度の弾力的運用］ 

 給与制度については，能力・実績主義の観点から弾力的な運用を図る。 

［年俸制※55の導入］ 

 期間限定のプロジェクトのため，優秀な教員を招聘する手段として，年俸制※55

の導入を検討する。 

［裁量労働制※56の導入］ 

 教員の職務の特性を踏まえ，裁量労働制※56の導入を検討する。 

［兼職・兼業許可基準の明確化］ 

 教育研究の活性化及び地域貢献，産学連携等を促進するため，兼職・兼業に係

る許可基準の明確化と手続の簡素化を図る。 

［事務職員研修制度の整備］ 

 事務組織機能を充実させるため，学内外における研修制度を整備し，大学業務

に精通した専門性の高い事務職員を養成するとともに，法人固有の事務職員の採

用についても検討する。 

 

(２) 教職員業績評価制度に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

［教員業績評価制度の導入］ 

 多面的な視点を持った客観的な基準による教員の業績評価制度を平成２０年

度を目途に導入する。〈再掲〉 

 また，評価結果を人事，給与，研究費，任期更新等に反映させる仕組みを平成

２０年度を目途に構築する。 

［事務職員評価制度の導入］ 

 事務職員については，県の人事評価制度に準じた制度を平成１９年度に導入す

る。 

 

 ４ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するためとるべき措置  

 

［事務処理の簡素化等］ 

 事務処理の定期的点検を行い，その簡素化，平準化，迅速化を図る。 
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［外部委託の積極的な活用］ 

 事務の効率化を図るため，外部委託等を積極的に活用する。 

［情報処理システムの改善・高度化］ 

 分離キャンパスにおける一体的・効率的事務処理を図るため，情報処理システ

ムの改善・高度化に努める。 

［事務組織の見直し］ 

 業務内容の変化等に柔軟に適応し，効率的な事務処理ができるよう，事務組織

を継続的に見直す。 

   

 

 Ⅳ 財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置  

 

 １ 自己収入の増加に関する目標を達成するためとるべき措置  

 

［外部研究資金※４の獲得］ 

 外部研究資金※４に関する情報収集や申請・受入れ等の支援体制を強化し，外部

研究資金※４の獲得を促進する。 

 外部研究資金※４の獲得に向けてインセンティブ※44を付与する仕組みを検討す

る。 

［間接経費※57の弾力的な運用］ 

 間接経費※57を拡充し，全学的見地に立った弾力的な運用を検討する。（研究基

盤整備，知的財産※46管理，地域連携経費など） 

［多様な収入源の確保］ 

 有料公開講座※49等やサテライト教室※31の充実，大学施設・設備・機器の貸出

しにより，多様な収入源の確保に努める。 

［学生納付金※58の見直し］ 

 授業料等学生納付金※58は，法人収支の状況，他大学の動向及び社会情勢等を勘

案し，定期的な見直しを行い，適切な料金設定を行う。 

    〔数値目標：外部研究資金※4，公開講座※49 受講料及び施設使用料等，自己収入の

額…対平成１８年度比２０％増加（平成２４年度）〕 

 

 ２ 経費の抑制に関する目標を達成するためとるべき措置  

 

［人件費の抑制］ 

 教育研究水準の維持向上に配慮しつつ，計画的な定員配置，業務委託等の推進

等により，人件費を抑制に努める。 

［経費抑制インセンティブ※44の導入］ 

 全学的視点から予算執行管理を徹底するとともに，各部門において経費抑制の

インセンティブ※44を与える仕組みの導入を検討する。 

［管理経費の抑制］ 

 契約期間の複数年度化，物品購入等の一元管理，契約方法の競争的環境の確保，

余剰設備・備品などの見直し等により，管理経費を抑制する。 

 さらに，省エネルギー・省資源に関する意識啓発を行い，光熱水費を節減する。 

 

 ３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するためとるべき措置  

 

［資産長期的運用計画の策定等］ 

 資産の有効活用を図るため，長期的運用計画を策定し運用改善に努めるととも
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に，設備機器等の共同利用の仕組みを構築する。 

［施設・設備等の有償貸出し］ 

 教育研究等の大学運営に支障のない限り，施設・設備・機器の学外への有償貸

出しを行う。 

 

 

 Ⅴ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するためにとるべ

き措置  

 

［認証評価機関※59による評価］ 

 認証評価機関※59による評価を平成２３年度までに受ける。 

［自己点検・評価の実施］ 

 認証評価機関※59による評価に向けた自己点検・評価を，平成２２年度までに実

施する。 

［評価結果の公表］ 

 自己点検・評価，広島県公立大学法人評価委員会による評価，認証評価機関※59

による評価の結果については，速やかにホームページ等により学内外へ公表する

とともに，大学運営の改善に反映させる。 

［大学情報データシステムの構築］ 

 自己点検・評価を効率的に実施するするため，教育研究活動等のデータを一元

的に収集する大学情報データシステムを平成１９年度に構築する。 

 

 

 Ⅵ その他業務運営に関する重要目標を達成するためとるべき措置  

 

 １ 施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するためとるべき措置  

 

［施設設備等の長期的整備計画の策定］ 

 施設設備等の実状を調査・点検し，既存施設設備の維持管理や大規模改修，高

額機器の購入・更新等について，コスト縮減と資金需要の平準化の視点から，費

用対効果の精査を行い，長期的整備計画を平成２０年度までに策定する。 

［ユニバーサルデザイン※60等に対応した施設整備］ 

 教育研究，情報基盤等の高度化・多様化やユニバーサルデザイン※60，環境保全

等に対応した施設整備を行う。 

［施設設備の有効活用］ 

 施設設備の利用状況を定期的に調査・点検し，有効活用のための施策を検討す

る。 

 

 ２ 情報公開等の推進に関する目標を達成するためにとるべき措置  

 

［戦略的な広報の展開］ 

 教育研究活動に関する情報を積極的にホームページで公開するとともに，多種

多様なメディアを効果的に利用し，戦略的な広報を行なう。 

［情報公開制度，個人情報保護制度の整備］ 

 情報公開制度及び個人情報保護制度を整備する。 

 

 ３ 安全管理に関する目標を達成するためとるべき措置  
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［安全衛生管理体制の整備］ 

 労働安全衛生法等関係法令を踏まえ，平成１９年度に全学的な安全衛生管理体

制を整備し，学生・教職員に安全衛生教育を行う。 

［実験施設等点検の徹底］ 

 実験施設等や危険物等の点検を徹底し，廃棄物等を適正に処理する。 

［危機管理体制の整備］ 

 災害等における危機管理体制を整備するとともに，防災訓練等を充実する。 

［情報セキュリティポリシー※61の策定］ 

 情報セキュリティポリシー※61 を平成１９年度に策定し，これに基づき対策を講

じる。 

 

 ４ 社会的責任に関する目標を達成するためとるべき措置  

 

［人権侵害の防止］ 

 各種ハラスメント※62等の人権侵害を防止するため，全学的な体制を平成１９年

度に整備するとともに，教職員・学生に対して定期的に人権に関する研修や啓発

活動を実施する。 

［法令遵守の徹底］ 

 法令遵守を徹底するとともに，平成１９年度に研究倫理の基準・方針や利益相

反ポリシー※48を策定するなど法人としてのコンプライアンス※63の確立を図る。

〈再掲〉 

 

 

 Ⅶ 予算，収支計画及び資金計画  

 

１ 予算（平成１９年度から平成２４年度）  

（単位：百万円） 

区      分 金     額 

収入  

運営費交付金収入 21,504 

学生納付金収入 9,514 

診療センター収入 172 

その他の自己収入 405 

外部資金収入 990 

補助金収入 76 

借入金収入 0 

計 32,661 
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区      分 金     額 

支出  

一般管理費 4,490 

人件費 20,758 

教育研究経費 2,143 

教育研究支援経費 2,532 

学生支援経費 1,570 

診療経費 102 

外部資金事業費 1,066 

施設整備費 0 

借入金償還金 0 

計 32,661 

注１） 収入について，運営費交付金収入は，標準運営費交付金収入のみを計上しており，

特定運営費交付金（退職手当等特定の経費に充当）収入は計上していない。 
注２） 支出について，特定運営費交付金に係る支出は計上していない。 

 
 

 

 

２ 収支計画（平成１９年度から平成２４年度） 

（単位：百万円） 

区      分 金     額 

費用の部 32,102 

経常費用 32,102 

業務費 26,022 

教育研究等経費 4,198 

外部資金等経費 1,066 

人件費 20,758 

一般管理費 3,978 

財務費用          0 

雑損 102 

減価償却費 2,000 

臨時損失          0 
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区      分 金     額 

収入の部 32,102 

経常収益 32,102 

運営費交付金収益 18,945 

学生納付金収益 9,514 

診療センター収益 172 

その他の自己収益 405 

外部資金等収益 990 

補助金等収益 76 

資産見返運営費交付金戻入 1,822 

資産見返物品受贈額戻入 178 

臨時利益   0 

純利益          0 

総利益          0 

注１）収支計画と予算及び資金計画との額の違いは，減価償却に係るものである。 

 

 

 

３ 資金計画（平成１９年度から平成２４年度） 

（単位：百万円） 

区      分 金     額 

資金支出 32,661 

業務活動による支出 30,102 

投資活動による支出 867 

財務活動による支出 1,692 

次期中期目標期間への繰越金 0 

資金収入 32,661 

業務活動による収入 32,661 

学生納付金収入 9,514 

外部資金収入 990 

運営費交付金収入 21,504 

雑収入 653 

投資活動による収入 0 

財務活動による収入 0 
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Ⅷ 短期借入金の限度額  
 

(１) 短期借入金の限度 
 

    ５億円 
 

(２) 想定される理由 
 

    運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費とし

て借り入れることが想定される。 
 

 

 Ⅸ 重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画  

   

なし 

 

 

 Ⅹ 剰余金の使途  
   

決算において剰余金が発生した場合は，教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充

てる。 

 

 

 ⅩⅠ 県の規則で定める業務運営に関する事項  

 

 １ 積立金の処分に関する計画  

 

  なし 

 

 ２ その他法人の業務運営に関し必要な事項  

 

  なし 
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【語句の説明】 

 

※ 語 句 説           明 

1 生涯学習 自分のキャリアを切り開いたり，趣味や楽しみの糧として，またライ

フワークとして何かを学び続けたりボランティアとして地域社会や特

定のニーズを抱えた人達に対してサービスを提供するために継続して

学習すること。 

2 キャリア教育 Career－ 勤労観および職業観を育てる教育。学校教育と職業生活と

の円滑な接続を図るため，望ましい職業観・勤労観および職業に関す

る知識や技能を身につけさせるとともに，自己の個性を理解し，主体

的に進路を選択する能力・態度を育てる。 

3 ファカルティ・デ

ベロップメント

(活動) 

Faculty Development 教員が授業内容・方法を改善し向上させるため

の組織的な取組の総称。（授業方法についての研究会の開催，教員相

互の授業参観の実施，新任教員のための研修会等） 略称：FD(活動) 

4 外部研究資金 学内で配分される基盤的経費としての研究資金ではなく，学外から獲

得する研究資金で，次のとおり分類される。 

・「受託研究」…大学以外の者からの委託を受けて，研究，試験，試作

及び調査等を実施する教員が，委託をする者の負担する経費を使用

して行う研究等。 

・「共同研究」…大学以外の者からの依頼を受けて，研究経費を受け入

れ，かつ，研究者を受け入れ又は受け入れないで，共同研究を実施

する教員が，大学以外の者と対等の立場で共通の課題について共同

して行う研究。 

・「研究奨励寄附金」…大学における研究を奨励するために寄附される

寄附金。 

・「競争的資金」…資金配分主体が広く研究開発課題等を募り，提案さ

れた課題の中から専門家を含む複数の者による科学的・技術的な観

点を中心とした評価に基づいて実施すべき課題を採択し研究者等

に配分する研究開発資金。 

 ⇒科学研究費補助金（文部科学省，日本学術振興会），グローバル

COE プログラム（文部科学省），厚生労働科学研究費補助金（厚生労

働省），地域新生コンソーシアム研究開発事業（経済産業省），戦略

的基礎研究推進事業「CRESTO」（JST），さきがけ 21（JST），若手個

人研究推進事業「PRESTO」，産業技術研究助成事業（NEDO），国際共

同研究助成事業「NEDO グラント」等 

5 インターンシップ

(制度) 

Internship 学生が在学中に企業等において自らの専攻や将来希望す

る職業に関連した就業体験を行うこと。 

6 第三者評価 ここでは，地方独立行政法人法第 28 条及び第 30条に基づく評価委員

会による評価並びに学校教育法第69条の3第2項に基づく認証評価機

関による評価を想定している。 

7 プレゼンテーショ

ン 

Presentation 情報伝達手段の一種で，聴衆に対して情報，企画，提

案を提示して説明する行為。プレゼンテーションを行う上で，わかり



 - ２５ - 

やすい主張を構成する，わかりやすい資料を作成する，わかりやすく

相手に伝える能力が求められる。 

8 カリキュラム Curriculum 教育課程。 

9 ネイティブ・スピ

ーカー 

Native Speaker 生まれながらに当該言語を喋る人。当該言語を母国

語とする人。 

10 ディベート Debate 特定のトピックに対し，肯定・否定の二組みに分かれて行う

討論。 

11 コメディカル教育 Comedical－ 医師・看護師以外の医療従事者（理学療法士・作業療法

士・言語聴覚士等）を育成する教育。 

12 栄養教諭 栄養教諭は，平成 17年 4月に創設された制度（栄養教諭普通免許状の

新設）で，その役割は，食に関する指導（肥満，偏食，食物アレルギ

ーなどの児童生徒に対する個別指導。集団的な食に関する指導等）並

びに学校給食の管理（栄養管理，衛生管理，検食，物資管理等）。 

13 リテラシー Literacy ある分野に関する知識やそれを活用する能力。情報リテラ

シーは，情報機器やネットワークを活用して情報やデータを取り扱う

上で必要となる基本的な知識や能力のこと。 

14 スキル Skill 技能。熟練。 

15 マーケティング Marketing 消費者の求めている商品・サービスを調査し，供給する商

品や販売活動の方法などを決定することで，生産者から消費者への流

通を円滑化する活動。 

16 ファイナンス Finance 金融。融資。資金調達。 

17 ナノバイオ 原子や分子の配列をナノスケール（10億分の 1）で自在に制御し，バ

イオ産業に活かす技術。 

18 バイオテクノロジ

ー 

Biotechnology 生物工学。生物を工学的見地から研究し，応用する技

術。近年は特に遺伝子組み換え・細胞融合などの技術を利用して品種

改良を行い，医薬品・食糧などの生産や環境の浄化などに応用する技

術をいう。 

19 チームアプローチ Team approach 複数の医療・福祉従事者が，それぞれの専門を活かし

ながら協力し，共通の課題解決にあたること。 

20 クライアント Client ケースワークで問題を抱えて訪れた人。広義には社会福祉の

要援助者全般をいう。 

21 嚥下（えんげ）障害 疾病や老化などの原因により，飲食物の咀嚼や飲み込みが困難になる

障害。 

22 オープンキャンパ

ス 

Open Campus 高校生にキャンパスを開放し，模擬授業等，高校生を対

象とした様々なイベントを行い，キャンパスの雰囲気を味わってもら

う。 

23 遠隔講義システム 遠隔地にあるキャンパスを情報ネットワークで結び，各キャンパスで

の講義において，文字・音声・動画等を一体的に扱うことにより，配

信のみならず，講師及び学生相互が意見交換を行うことが可能となる

システム。学生に多様な学習の機会・選択肢を効率的に提供すること

ができ，また，遠隔地での場所又は時間を共有できるため，同じ講義

を行う回数を減らしたり，講師の移動時間を削減できるメリットがあ

る。 



 - ２６ - 

24 コースカタログ Course Catalogue 授業案内。授業科目ごとに担当教員名，開設時期，

単位数，履修要件，授業の内容，成績評価の方法，テキスト等を記載

している。 

25 シラバス Syllabus 教師がコースの初めに学生に配布する授業計画。内容とし

て，各回の授業のテーマや，そのために予習しておくことがら，課題，

評価の方法と基準などを盛り込む。 

26 現代 GP －Good Practice 文部科学省の現代的教育ニーズ取組支援プログラ

ム。各種審議会からの提言等，社会的要請の強い政策課題に対応した

テーマ設定を行い，各大学等から応募された取組の中から特に優れた

教育プロジェクト（取組）を選定し，財政支援を行うことで高等教育

の活性化が促進されることを目的とする。 

27 特色 GP －Good Practice 文部科学省の特色ある大学教育支援プログラム。大

学教育の改善に資する種々の取組のうち，特色ある優れたものを選定

し，選定された事例を広く社会に情報提供するとともに財政支援を行

うことにより，国公私立大学を通じ，教育改善の取組について各大学

及び教員のインセンティブになるとともに他大学の取組の参考にな

り，高等教育の活性化が促進されることを目的とする。 

28 オフィスアワー

(制度) 

Office Hour 学生が気軽に講義や学習についての質問や自らの進路

などに関する相談のため，予約なしに研究室に教員を訪問することが

できるように研究室等を開放する一定の時間帯。 

29 昼夜開講制度 昼と夜の時間帯からその大学院で決められた範囲内で選択できる制

度。 

30 長期履修学生制度 仕事などの都合から勉強の時間が十分に確保できない場合に従来の修

業年限を超えて一定の延長期間を加えて履修を認める制度。 

31 サテライト教室 Satellite－ 社会人など時間的・地理的制約等により大学の本校に継

続的に通うことが困難な者に対して，授業の一部を行う大学の本校以

外の場所。 

32 GPA Grade Point Average 授業ごとの成績の評価それぞれに対して 4・3・

2・1・0のグレードポイントを付けて，全履修科目の平均を算出した

もの。アメリカの大学で広く採用されている世界に通用する成績評価

システム。 

33 GPC Grade Point Class Average 教員が学生に対して行った講義の評価の

平均を算出したもの。GPA は学生個人の学習成果の指標であり，GPC

は教員の教育活動の指標となる。 

34 CALL システム Computer Assisted Language Learning－ コンピュータ支援外国語学

習システム。これまでの画像・音声・文字データそれぞれを個別に利

用する学習ではなく，これら 3つを組み合わせたマルチメディア語学

教材での学習環境を提供する。 

35 IT Information Technology 情報技術。 

36 e ラーニング e Learning インターネットやイントラネットなどを利用した教育シ

ステム。 

37 リファレンス Reference 参照。照会。問い合わせ。 

38 電子ジャーナル －Journal ネット上で公開される学術誌。閲覧資格の有無や条件，公
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開の形式などは様々。 

39 チューター(制度) Tutor 学生が安心して登校し勉学に勤しむことができるよう，学生生

活についての個別指導・助言を担当する所属学科の教員をチューター

という。 

40 カウンセリング Counseling 専門的な手続きに基づく相談・技法。個人のもつ悩みや

不安などの心理的問題について話し合い，解決のために援助・助言を

与えること。 

41 ピアカウンセラー

(制度) 

Peer Counselor ピアとは「仲間，同僚，対等者」という意味で，ピ

ア・カウンセラーとは，同じ状況や経験を共有できる生徒の立場で新

入生の相談やアドバイス，支援にあたる上級生。入学直後から学校生

活のさまざまな場面で１年生の相談にのったり適切なアドバイスを行

う。また，新入生を支援・サポートする経験を通してピアカウンセラ

ー自身も自らを成長させていく効果がある。 

42 科学研究費補助金 国内の大学などの研究機関に所属する研究者が個人またはグループで

行なう研究に対する補助金。競争的資金の形態により，文部科学省及

びその外郭団体である独立行政法人日本学術振興会を通して補助金が

交付される。科研費（かけんひ）と略される。 

43 独立行政法人 独立行政法人通則法第 2条第 1項に規定される「国民生活及び社会経

済の安定等の公共上の見地から確実に実施されることが必要な事務及

び事業であって，国が自ら主体となって直接に実施する必要のないも

ののうち，民間の主体にゆだねた場合には必ずしも実施されないおそ

れがあるもの又は一の主体に独占して行わせることが必要であるもの

を効率的かつ効果的に行わせることを目的として，この法律及び個別

法の定めるところにより設立される法人」をいう。 

44 インセンティブ Incentive 誘因。目標を達成するための刺激。 

45 TLO Technology Licensing Organization 技術移転機関。大学や研究機関

などの研究成果や特許を民間の製品開発等に供与する事を認定された

機関。 

46 知的財産 発明，考案，植物の新品種，意匠，著作物その他の人間の創造的活動

により生み出されるもの（発見又は解明がされた自然の法則又は現象

であって，産業上の利用可能性があるものを含む），商標，商号その

他事業活動に用いられる商品又は役務を表示するもの及び営業秘密そ

の他の事業活動に有用な技術上又は営業上の情報。 

47 知的財産ポリシー －Policy 大学で生み出される知的財産等（教員の職務発明等）の取

扱についての基本的な考え方を示すもので，発明者の権利を保障し，

教員等の発明意欲の向上を図るとともに，発明等の活用によって本学

の社会貢献を促進することを目的とするもの。 

48 利益相反ポリシー －Policy 利益相反とは，役員及び教職員等が外部から得る経済的利

益等と大学における研究教育等との責任が衝突する状況をいう。利益

相反ポリシーは，産学官連携活動をはじめとする社会貢献を公正かつ

効率的に推進するため，役員及び教職員等への利益相反による弊害を

抑え，安心して産学官連携活動等に取り組める環境の整備を図ること

を目的とする。 
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49 公開講座 大学や地方自治体等が一般市民を対象にして行う講座。オープンカレ

ッジとも呼ばれる。 

50 聴講生制度 大学において開講している特定の科目について聴講を認める制度。聴

講生として科目を聴講しても単位は修得することはできない。社会人

が正規の学生としての身分を持たずに大学の授業科目を聴講できる制

度。 

51 科目等履修制度 大学において開講している特定の科目について履修を認める制度。科

目等履修生は，履修した授業科目について試験を受け合格した場合は

単位を修得でき，証明書が交付される。 

52 アーカイブ Archive 大規模な記録や資料のコレクション。デジタル化されたデー

タを圧縮する技術や方法。より少ない情報量でデータの転送・保存を

行うことができる。 

53 草の根技術協力事

業 

国内の NGO，大学，地方自治体及び公益法人の団体等がこれまでに培

ってきた経験や技術を活かして企画した途上国への協力活動を国際協

力機構（JICA）と共同で実施する事業。JICA が提案団体による主体的

な活動の提案を審査し，政府開発援助（ODA）による実施が妥当である

と認める提案について承認した活動計画に基づきその事業を支援す

る。 

54 任期制 公立大学法人と教員等との労働契約において定められた期間の満了に

より退職することとなる制度。任期制導入の意義としては，教員の流

動性向上による教育研究の活性化及び多様な経験を通じた若手教員の

育成があげられる。 

55 年俸制 労働者に支給する基本的な賃金の全額を１年間の業績に対する評価等

により決定し，１年分をまとめて提示する賃金制度。 

56 裁量労働制 一定の専門的・裁量的業務に従事する労働者について，実際の労働時

間数にかかわらず，一定の労働時間数だけ労働したものとみなす制度。 

57 間接経費 研究者のための補助金である直接経費に対して，間接経費は，研究者

が所属する研究機関（大学）のための補助金で，光熱水費，特許出願

料，施設設備費，広報費等に使用する。 

58 学生納付金 入学者選抜料，入学料，授業料，聴講料，公開講座受講料，施設費，

学生寮使用料等。 

59 認証評価機関 学校教育法第 69 条の 4の規定により文部科学大臣が認証した機関。独

立行政法人大学評価・学位授与機構，財団法人大学基準協会，財団法

人日本高等教育評価機構など。 

60 ユニバーサルデザ

イン 

Universal Design 障害者・高齢者・健常者の区別なく，全ての人が

使いやすいように製品・建物・環境などをデザインすること。 

61 セキュリティポリ

シー 

Security Policy 情報システム等における安全確保のための詳細な

指針。 

62 ハラスメント Harassment 嫌がらせ。 

63 コンプライアンス Compliance 法令遵守。特に，企業活動において社会規範に反するこ

となく，公正・公平に業務遂行すること。 

 


